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■長泉町のふるさと納税による減収額の推移
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■ふるさと納税のはじまり
　ふるさと納税制度は、生まれ育った故郷や応援したい自治体に寄附ができる仕組みとして、平成20年度に
スタートしました。一方で、制度を利用して寄附が行われると、納められるはずだった税金が寄附先の自治体に
流出する仕組みになっています。このまま流出の拡大が続くと住民サービスの低下のおそれもあり、ふるさと
納税をしていない方も含めて影響を受けることになります。

■寄附額の全額が自治体の財源になるわけではない
　自治体の寄附募集には、「返礼品代金、送料、ポータルサイトの
利用料、決済手数料など」の多額の経費が発生します。
　これは、ふるさと納税により、ふるさと納税をした方が住んでいる
自治体の収入が減少するばかりではなく、寄附を受け入れる自治体
の実質的な収入も減少することを意味しています。自治体の
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※令和８年９月現在のルールによる。※令和８年９月現在のルールによる。

　「今年は“ふるさと納税”でどのような返礼品をもらおうか。」年末に向け、そのようなことを考えている人も
多いのではないでしょうか。ふるさと納税をする前に、一度、「ふるさと納税」について考えてみませんか？

あなたの「ふるさと納税」で、町のサービスに影響が？

自治体が教える「自治体が教える「ふるさと納税ふるさと納税」の」のホントホント
3 3 333 3 33

令和６年度に全自治体が支払ったポータルサイト手数料は
1,379億円（寄附額の11.5％）！
（総務省「ポータルサイト運営事業者への支払額等に係る調査」）

ふるさと納税による税の流出も
一因となり、実際にサービスの
見直しが始まっています。

▲詳細▲詳細

約2.8億円 減収（流出）

直近では5,158人が寄附をした結果…
行政サービスに利用できるはずであった財源が

こども医療費助成に係る１年分の費用（約3.3億円）
パルながいずみの３年分の運営費 （約2.6億円）

次のような事業の年間予算や複数年予算に匹敵します

https://www.town.nagaizumi.lg.jp/soshiki/kikaku/1_3/11722.html
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■ふるさと納税で潤っている自治体がある？
　報道では多額のふるさと納税を集める自治体が注目され、ふるさと
納税によって潤う「バラ色の自治体」の事例が紹介されることが
多いです。
　しかし、寄附受入額の実績は全国寄附受入総額の約20％をわずか
20自治体が占めるという状況であり、ふるさと納税市場で有利な
地域資源を持つほんの一部の自治体に過度に寄附が集中するなど、
非常に大きな偏りが発生していることが分かります。一方で、多くの
自治体が多額の経費をかけて寄附募集を行うも、減収に苦しんでいる
事実があり、会計検査院は令和６年度の全自治体の歳入がふるさと
納税により約863億円減少したと発表しています。

（総務省「ふるさと納税に関する現況調査」など）

▲募集について

寄附受入額
上位20自治体
約2,568億
　3,479万円

寄附受入額
上位20自治体
約2,568億
　3,479万円

全国寄附受入額の割合（令和７年度）全国寄附受入額の割合（令和７年度）
総額 約1兆3,088億1,785万円総額 約1兆3,088億1,785万円

その他1,721自治体
約１兆519億8,306万円

※都道府県は除く

その他1,721自治体
約１兆519億8,306万円

※都道府県は除く

■ふるさと納税で流出した額を国が補
ほ

塡
てん

してくれる？
　収入が少なく国からの普通交付税※を受けて行政運営を行っている自治体（交付団体）は、ふるさと納税
による減収の75%が国からの普通交付税で補塡されますが、長泉町は国からの普通交付税を受けずに行政
運営を行っている自治体（不交付団体）のため、この補塡は受けられません。また、多額のふるさと納税を
受けている自治体の中には、収入が少ない交付団体として国から普通交付税を受け入れている一方で、多額
のふるさと納税による寄附金が使いきれずに、自治体の貯金として積み立てているといった矛盾が生じて
います。もちろん、こうした多額の寄附を受けている自治体への交付税の財源はみなさんの税金です。
※�地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域でも一定の行政サービスを提供できるよう、国から地方公共団体に
交付される資金のこと。

■返礼品提供事業者を募集しています
　町では、ふるさと納税の返礼品の提供にご協力
いただける事業者を募集しています。「興味がある
けどよく分からない」、「自社商品が返礼品になるのか
知りたい」などのご相談もお受けしていますので、
お気軽にお問い合わせください。

■ふるさと納税は経費をかけた税の移動？
　町のふるさと納税による税の流出拡大は歯止めがかからず、流出額は見過ごせない段階となりました。
　現在、町も返礼品の拡充による財源の確保に取り組んでいますが、多額の寄附を集めるだけではこの問題
は解決しないと考えています。返礼品競争が過熱し「地域を応援する」というふるさと納税の本来の趣旨が
失われ、地方と都市の税収格差の是正どころか、地方から地方への経費をかけた税の移動（流出）が増えて
いる状況を踏まえ、「ふるさと納税制度」の見直しを引き続き国へ要望していきます。
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長泉町への寄附額の推移

寄附額の約半分が返礼品や手数料
などの経費に消えていきます
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https://www.town.nagaizumi.lg.jp/soshiki/kikaku/1_3/11493.html

